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窮乏化的資本輸入について＊
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1 序
周知のように，宇沢弘文，浜田宏一両教授は，低開発国などでしばしばみら
れるように，一方で保護貿易政策をとり，同時にその国に稀少な資本を輸入す
ることは，その国の厚生水準を低下させるということ（宇沢•浜田命題）を示さ
れている。
これに対して三辺信夫教授は，第 1に保護貿易下の資本輸入がその国の厚生
水準を低下させるのは，資本不足国が資本輸入国となるような形で，しかもそ
の資本輸入がマージナルに行なわれる場合に限られるということ，第2に資本
豊富国が資本輸入国となる場合には， そのようなことは起らないこと（三辺命
題）を明らかにされた。 しかしこのような議論は，より一般的にデイストーシ
ョン(distortion)下の資本輸入の厚生効果という形で扱うことができる。
ところで，宇沢• 浜田命題が対象とする多くの低開発国では，一方で wage
differential (賃金格差）といった形で， 国内市場に distortionが存在し，
他方で関税を課して外国資本の導入をはかっている。このように wage
differentialと関税という 2つの distortionが存在する場合の資本輸入政策
が，果して低開発国の厚生水準を高めるかどうかは重要な問題であるし，とり
わけ宇沢• 浜田命題が， wagedifferentialが存在する場合にも成立するかど
うかということも興味ある問題であろう。そこでwagedifferentialと関税が
＊東京大学の浜田宏一助教授と本学の神保一郎教授，毛島達雄講師から有益なコメントを
得たことに感謝したい。浜田氏から御指摘いただいたいくつかの点については，別の機
会に考察したい。勿論ありうべき誤りは全て私の責めに帰す。
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同時に存在する場合について，資本導入の厚生効果を明らかにしたい。
2 仮定とモデル
いま問題とする自国（ある低開発国）は，外国に比べて相対的に労働が豊富
で，一定量の資本 (K)と労働 (L)が存在し，それらを完全に雇用して 2つの
最終財ふ（労働蜘匂財），ふ（資本集約財）を生産するものとする。両財は con-
stant returns to scaleと限界生産力逓減の法則の下で生産され，財市場の完
全競争，部分特化，貿易均衡などが仮定されるものとする。また自国は小国で
あり，一定の交易条件の下で第 1財を輸出し，第 2財を輸入するものとする。
さらに自国には wagedifferentialという形で，要素市場に distortionが存
在するものとする。
このような諸仮定の下に，自由貿易下の自国経済のモデルを作るが，その際
第 1財の価格を 1として，体系のニュメレールとする。
Xj=Xj (Lj, KJ) (j=l. 2) 
CLlふ+CぃX2=L
CKlふ+CK2ふ=K
CLl叫 +CK1r=1
CL2叫 +CK2r=P
dW1=囮（咋1)
Cij= Cij (w1) (i=L, K) 
吋=wj/r
Dj=Dj (p, y) 
Ej=Dj (p, y)-Xj (p) 
y=ふ +PX2
E1=PE2 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
(6) 
(7) 
(8) 
(9) 
(10) 
(1) 
(12) 
(1)はj財の生産関数であり， Lj,Kjはj財の生産に向けられる労働量と資
本量である。 (2)(3)は完全雇用の，また(4)(5)は完全競争の仮定を表わす。ただし
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p(=加）は外生的に（外国から）与えられる第 2財の相対価格であり， Cijは
j財1単位の生産に際して，コストを最小にする i要素 (i=L,K)量である。
また wjはj財部門における賃金率であり， rは両部門で等しい資本のレンタ
ルである。 (6)は賃金格差の定義式であり， (7)はCijが賃金・レンタル比率（吋）
の関数であることを示す。 (8)は wjの定義式である。 (9)はj財の需要関数を，
またUO)はj財の超過需要を表わす。 (1)は第 1財で表わした国民所得を表わし，
U2)は貿易均衡を示している。
さて以上の体系で，変数は Xj,Dj, Cij, wj, r, wj, y, および Ejの16個
ある。これに対して式は(2l~U2lの17個あるが，ワルラスの法則から独立な式も
16個になる。したがってパラメター， a, L, KおよびPが与えられると，体
系は完結する。
3 関税の厚生効果
そこで wagedifferentialを含むモデルで，関税の厚生効果を短期的な側面
と長期的な側面に分けて考察したい。両者の区別は自国の資本量が一定かどう
か，したがってまた生産フロンティアが一定かどうかによる。この節では自国
が関税をかけても，その資本量が一定の短期の側面について考える。
さて上のモデルで決まる Djに対応した自国の厚生関数を考えることができ
る。これを
U=UCD1, D2)=U(X1 -Eゎふ＋ら） U3) 
とすれば， Uが自由貿易下の厚生水準を表わす。そこで問題は， wagedi-
fferentialがある場合に輸入関税を課した結果， この厚生水準がどうなるかと
いうことである。それにはU3lをt(関税率）で微分し， wagedifferentialを
考慮した上でその signをみればよい。
最初に wagedifferentialも関税もないものとする。その場合には
MRT=P=Ph U4l 
となる。ただし， MRTは限界変形率， pは一定の交易条件， また Phは国内
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価格比率である。
しかし wagedifferentialがあれば， 自由貿易の下で，
MRTキP=Ph
とする。さらにこれに関税があれば
MRTキPキPh
となる。
U5l 
(16) 
このことはわれわれのモデルでは，次のように示すことができる。すなわち
(1)から， MRTは自由貿易の下で
幽=U1如 +v1dK1
dX2 幻dLけ卯iK2
である。ただし uj=aXj/aLj,vj=aXj/aKjである。
闘
ところで生産要素の報酬の間には， v1=P砂， <1.u1=Pu2の関係があり，また
完全雇用の仮定から dL1=-dL2,dK1=-d氏が成立するから， U7lは
dX1 ＝一P(u2dL2/a十v2dK2)dふ (u2叫＋四dK心 =-PP U8l 
となる。ただし P=(u2dL2/a十四dK2)/(u2dら+v2dK心であり，したがって
a奎1に証して， 庭奎1となる。 U8lから wagedifferentialがあれば， U5lが成
立することがいえる。
次に自国が輸入財に t彩(O<t<l)の関税を課したとすると
Ph=P(l+t) 
となるから， MRT,p, および pkの間には，
dX1 ―= -PPh= -pp(l +t) 
dX2 
となり，したがってUS)の関係になる。なおU9)(20lから，
幽'
＝ p 
dt 
dX1 dX2 ー＝一PPh―dph dph 
がいえる。
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(20) 
(21) 
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そこで次に， wagedifferentialが存在する場合に関税を課した結果，自由
貿易の下での厚生水準U3lがどう変わるかを明らかにしたい。
U3lをtで微分し， aU/aDj=Uj,U2/U1=Phとおけば，
l dU_dD1 +pk dD2 
U1 dt dt dt 
(23) 
となる。 (23)の右辺第 1項は， D1=X1-E1,E1=PE2, および(21)四を用いれば，
警＝輩普=P〔醤—PPh) 一噌〕 閥
となり，また閥の右辺第2項は， D2=ふ＋ふおよび伽を用いて書きなおせば
Ph dD2 dX2 dE2 dt -p•pも配寧〕
となるので'(23)は結局
加誉P·P噌炉ーP)+が•蒙
となる。
(25) 
(26) 
さて (26)で，両財が逓増費用の下で生産され， また Phの D2への total
efect, つまり
幽亭I dD2 
dph dph -D2一u=constant dy 切）
が negativeであれば， dふ/dph>O,dE2/dPh<Oであるので'(26)から次の
ことがいえる。
1)もし wagedifferentialがなければ (/J=l),関税を課すと厚生水準は
低下する。したがってそのような場合には，自由貿易政策が最適政策である。
2) P>lのような形の wagedifferentialがある場合，関税を課すと厚生
水準は必ず低下し，その低下の大きさは， wagedifferentialがない場合より
も大きくなる。
3)しかし fJ<lのような形で wagedifferentialが存在する場合には，
関税を課した結果必ず厚生水準が低下するとは限らず，場合によってはかえっ
て高まることもある。
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4 資本輸入の厚生効果
次に資本移動が起こるに十分な時間が与えられれば，自国の生産フロンティ
アは資本流入によって拡張するであろう。すなわち関税を課すと，ストルバー・
サムエルソンの定理から， 自国で資本のレンタルが高まり，賃金率は低下す
る。かりに資本だけが移動性を持っているとすれば，外国から自国に資本が入
ってくるであろう。問題は wagedifferentialがある場合に，そのような資
本の限界的な流入が，自国の厚生水準を高めるかどうかである。資本の流入が
あれば，自国の資本量はそれだけ増加するので，生産フロンティアは外側に拡
張し，自国の財の生産は Phだけでなく，資本の流入量(G)の関数となる。他
方外国は大国で，資本の流出量は negligibleであるとする。 したがって，自
国の超過需要関数は
Ej=Dj(ph, y)-Xj(ph, G) 
となる。
いま一定の関税率と wagedifferentialを仮定して， U3)をGで偏微分する
と
翌＝上四仁幽 一ー+ph 8D2 
aG U1 aG aG aG 
(29) 
となる。 (29)の右辺は budgetconstraint, y=D1 +phD2 =X丘PhX叶t•P•E2
から鵞＝警+ph誓炉璧+ph唸 +tp誓｝となり (p,tは constant),
これに ax遁G= ―fi•Ph•aX直G を用いると (29) は
鵞疇臀Cl-/3)+t•P· 臀 (30) 
となる。次に aEz/aG= aD2/ay• ay/ac-axz1ac, したがって， P•aE2/aG 
=mh•ay/aG-p•aX遁G となる。ただしmh=paDz/ayで， o<mh<1 であ
る。これを(30)に代入すれば
鵞喩認=Ph唸 (1-り）+t 〔mh鵞—P唸〕したがって
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翌=p唸〔1-/i(l+t)〕 (30 
aG 1-t•mh 
となる。ところで別の分母は positiveである。また第 2財が資本集約的で輸
入財であるから， リプチンスキーの定理から， 8X2/8G>Oとなる。したがっ
て(31)から次のことがいえる。
1)いま wagedifferentialがなく， したがって /J=lの場合でも， 国税
を課して (t>O)資本輸入をはかる場合には，厚生水準は必ず低下することに
なる。これが宇沢• 浜田命題である。
2)自由貿易の下でも (t=O),P>lのような形の wagedifferentialが
ある場合には， 厚生水準は必ず低下する。 しかし t=Oで， P<lの場合には
厚生水準は高まる。
3)しかし t>Oで， P<lの場合には，厚生水準の変化の方向は確定でき
ない。つまり fJ<lのような wagedifferentialが存在する場合には，関税
による資本輸入が必ずしも厚生水準の低下になるとは限らないのである。した
がって wagedifferential が存在する場合には，宇沢• 浜田命題は一般的に
は成立しないことになる。
ところで ax遁 G>Oということは，資本輸入によって輸入代替化を行なう
ことを意味する。
したがってこのような政策が，関税と wagedifferential の下で成功する
ためには，関税と wagedifferentialの間に， fJ<了百<1の関係があること
が必要である。
次に三辺信夫教授が指摘されたケース，つまり資本豊富国が資本を輸入する
とき， wagedifferentialがあればどうなるであろうか。いまや問題の自国は
資本豊富国で，資本集約的な第 1財を輸出し，労働集約的な第二財を輸入して
いるであろう。そのような自国が資本を輸入するためには，輸出産業において
技術水準が外国よりも高く，その結果資本のレンタルが外国よりも高くなれば
ならない。輸入財 CX2)関税が課されると，賃金率が高まり資本のレンタルは
7 
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低下することになるが，しかしそのレンクルも自国が高い技術を持っているこ
とによって外国のそれよりも高く，したがって自国に資本が流入してくるもの
とする。
その場合リプチンスキーの定理から aXa/aG<Oとなるので，次のことが知
られる。
1) P=lで wagedifferentialがない場合に，関税を課して資本を輸入す
れば，厚生水準は必ず高まる。これが三辺命題，つまり資本豊富国が資本を輸
入する場合には，厚生水準は必ず高まるということである。
2)自由貿易の場合でも， P<lのような wagedifferentialがあれば，厚
生水準は必ず低下するが， P>lの場合には必ず高まる。
3) しかし wagedifferentialがある場合には，一般的には三辺命題も成
立しなくなる。
5 結び
われわれは関税と wage differentialが同時に存在するというより現実的
なケースについて，資本輸入の厚生効果を明らかにした。そのような場合に
は，一般的には宇沢• 浜田命題も，三辺命題ももはや成立しなくなる。
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